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理財局説明資料

令和８年６月26日



１．令和８年度年央ヒアリングについて
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  

○ 個⼈向け国債の販売対象拡⼤（「個⼈向け国債プラス」） 
 個⼈に加え、安定的な保有が期待される⾮営利法⼈等（学校

法⼈、マンション管理組合等）に販売対象を拡⼤（令和９年
１⽉発⾏分（令和８年１２⽉募集分）からを予定。）。 

○ 新たな変動利付国債の発⾏開始 
 市場のニーズを踏まえ、短期⾦利に連動した変動利付国債を発

⾏開始（令和９年１⽉以降の発⾏開始を予定し、詳細は市
場関係者と調整中。）。 

令和８年度の新たな取組 

  

○ 国債発⾏規模 
 令和８年度の国債発⾏総額は１８０．７兆円（対前年度

補正後⽐▲８．９兆円）。 
 市場との対話を踏まえ、超⻑期債（４０・３０・２０年債）

の発⾏を１，０００億円/⽉減額する⼀⽅、中⻑期債（２・
５・１０年債）の発⾏は令和７年度補正後の規模を維持。 

○ 市場とのコミュニケーション強化（年央ヒアリング） 
 令和８年度より、市場環境の変化への柔軟性を⾼めることを⽬

的に、６⽉頃を⽬途として、進⾏年度中の発⾏計画について、
市場関係者に対し、「年央ヒアリング」を⾏うことで、定期点検の
機会を導⼊。 

※市場に急激な変化が⽣じた際は、従来通り、機動的に対応。 

令和８年度国債発⾏計画のポイント 

令和８年度国債発⾏計画
＜発⾏根拠法別発⾏額＞ （単位︓兆円）

（単位︓兆円）＜調達⽅法（消化⽅式別発⾏額）＞

令和８年度国債管理政策の概要

R8当初区 分 対R7
補正後⽐

対R7
当初⽐

▲10.8＋0.929.6新規国債
（建設・特例国債）

＋1.0＋3.013.0財投債
＋1.0▲0.5135.8借換債
▲0.2＋0.42.3GX経済移⾏債等
▲8.9＋3.8180.7国債発⾏総額

R8当初R7補正後区 分 対R7
補正後⽐

▲9.4174.8184.2市中発⾏分 計
▲0.71.82.5うち40年債
▲1.57.28.7うち30年債
▲1.88.410.2うち20年債

-31.231.2うち10年債
＋0.930.029.1うち05年債
＋1.533.632.1うち02年債
▲8.440.849.2割引短期国債
＋0.55.95.4個⼈向け販売分

▲8.9180.7189.6合計
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令和８年度国債発行予定額
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カレンダーベース市中発行額（令和８年度）



２．令和８年７－９月期における物価連動債の発行額等について
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6

カレンダーベース市中発行額（令和８年度）
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令和８年度国債発行予定額
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令和８年４月から６月における物価連動債の発行額等（令和８年３月30日公表）
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物価連動債の入札状況
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物価連動債の買入消却入札結果
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最近のブレーク・イーブン・インフレ率（BEI）等の推移

（注）BEIは、10年物価連動債の複利利回りと同じ残存期間の10年固定利付債の
複利利回りを基に算出。

（出所）日本相互証券提供の金利情報を基に財務省で算出。

日本のBEIの推移 各国のBEIと原油価格の推移

（注）独国は、2023年11月以降物価連動債の発行を行っておらず、
上記BEIは2033年4月に満期を迎える物価連動債を基に算出。

（出所）Bloomberg、日本相互証券提供の金利情報を基に財務省で算出。



３．令和８年７－９月期における流動性供給入札の実施額等について
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カレンダーベース市中発行額（令和８年度）
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令和８年４月から６月における流動性供給入札の実施額等（令和８年３月30日公表）



15

流動性供給入札の結果

（注）令和８年３月までは、①残存１年超５年以下ゾーン、②残存５年超15.5年以下ゾーン、③残存15.5年超39年未満ゾーンの３区分で実施。
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流動性供給入札の結果（発行・応募額）

（注）令和８年３月までは、①残存１年超５年以下ゾーン、②残存５年超15.5年以下ゾーン、③残存15.5年超39年未満ゾーンの３区分で実施。
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流動性供給入札における残存期間別発行額（令和８年４月－６月）


